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倉敷市内の移動で，市街化区域からにじみ出し的な開発，

スプロールが進行していたことが明らかになった。

アンケート調査による 住宅と隣接する市街化区

域の住宅との比較では，住環境に関して， 住宅の居

住者は市街化区域の居住者に比べ，下水道やガスの使用

者は少なく浄化槽使用者とガス未使用者が多いことが分

かった。住環境評価に関して， 住宅の居住者は市街

化区域の居住者に比べ，排水設備，ガス設備，災害への

安全性，購買施設の近さ，公共施設の近さ，公共交通機

関の近さ，小学校の近さ，近隣の街灯整備，地域への愛

着に関して評価が低く，住宅の風通し，住宅の外観，住

宅の広さ，住宅に関する総合的な評価，自然豊かさに関

して評価が高いことが明らかになった。また，車の交通

量に関して， 住宅は市街化区域に比べ多くないと評

価する傾向があることが明らかになった。土地・建物の

価格について， 住宅の居住者は，市街化区域の居住

者に比べ，安かったと回答する人が多く，高かったと回

答する人が少ないことが明らかになった。また，災害に

対する意識に関しては有意差が見られず，両住宅で同様

な傾向があることが分かった。

また，アンケート調査による 住宅と既存住宅の

比較から， 住宅の居住者は，既存住宅の居住者に比

べ，水害への安全性，近隣の街灯整備，地域への愛着，

排水設備に関して評価が低く，住宅の外観，住宅の耐火

性，住宅の総合満足度，家の前の道路の広さ，利便性満

足度，評価が高いことが明らかになった。土地や建物の

価格に関して， 住宅居住者は倉敷市の市街化区域か

らの転居者が多く，一般的に市街化調整区域の土地は安

いことが考えられるため，安かったと評価する人の割合

が高いことが推察される。また，土地を安く手に入れる

ことができる分，建物に価格をかけることが可能になる

ため，高かったと回答する人が多くなったことが考えら

れる。一方で，自然豊かさ，街並み・景観，治安評価と

いった居住環境に関する項目では統計的な有意差が見ら

れなかった項目もあり，本来，市街化区域と社会的自然

的に一体的な日常生活圏を構成していると認められるは

ずの 住宅が市街化調整区域の環境と同様なものに

なっている可能性も考えられた。

７章および８章の結果を比較して見られた大きな違

いとして， 住宅の居住者は，地域への愛着に関して

評価が低いことが分かった。 住宅と既存住宅の比較

から有意差の見られた災害不安度，住宅決定時の災害考

慮の度合いで， 住宅と隣接する市街化区域の住宅と

の比較では見られなかった点が挙げられる。

倉敷市は 条例施行の結果，開発許可地域を市街

化調整区域全域としたことで開発が活発に行われた。開

発道路を含む開発が可能だったことや，市街化調整区域

の地価の安さや環境を求めた子育て世代の居住者によっ

て，市街化区域からにじみ出した開発で市街化調整区域

全域に開発が進行し，スプロール化が進んだことを確認

することができた。また，インフラ面の整備や生活の利

便性，居住者間の問題があることが明らかになった。

条例は開発許可件数の増減だけでなく，市街化調整区域

の住環境や開発意欲の動向を把握し，基準を設けた上で

の図面指定など，市街化区域，市街化調整区域の生活の

影響がでないような慎重な運用が求められる。今後は他

都市でも同様な調査から条例の効果と課題を明らかにす

る必要がある。
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本研究は，車載用リチウムイオン電池の環境負荷と再利用可能性について評価し，特に定置用蓄電池としての利用に焦点

を当てた。日本の建築部門における CO₂排出量削減，および 2050 年カーボンニュートラル目標達成に向けて蓄電池の活用

が期待されている。リチウムイオン電池の性能や耐久性が課題とされる中，本研究は，経済産業省統計データに基づく市

場成長率と GHG 排出量を分析し，家庭内転用後の CO₂ペイバックタイムを算出した。結果として，LCA に基づく環境負荷削

減の方向性と，今後の建築分野における CO₂排出低減の可能性を示した。 

キーワード：1）車載用リチウムイオン電池，2）定置用蓄電池，3）家庭用蓄電池，4）CO₂，5）カーボンニュートラル

A STUDY ON THE SUSTAINABLE UTILIZATION OF EV BATTERIES 

Ch. Jun Nakagawa 
Mem. Jungmin Kim, Katsuya Fukushima, Norihito Nakatani 

 This study evaluates the environmental impact and potential for repurposing automotive lithium-ion batteries, focusing on their use as 
stationary storage. In light of growing expectations for battery utilization to reduce CO₂ emissions in Japan’s building sector and to 
achieve the 2050 carbon neutrality target, the performance and durability of lithium-ion batteries have been identified as key challenges. 
Amid challenges in lithium-ion battery performance and durability, this research analyzes market growth rates and GHG emissions based 
on METI statistics, estimating the CO₂ payback time for residential repurposing.  Results suggest directions for reducing environmental 
impact based on LCA and highlight the potential for CO₂ reduction in Japan’s construction sector. 

1．背景と目的 

建築物の新築，運用，改修に係る CO₂排出量は，日本の

全 CO₂排出量の 40%を占める文 1）と言われており，化石燃

料の燃焼における CO₂排出量のうち家庭部門が全体の

14.7%を占めている文 2)ことから，住宅・建築物に係る CO

₂排出量の総計は多い。日本政府は 2050 年カーボンニュ

ートラル実現を掲げ，第６次エネルギー基本計画文 3)で示

された 2030 年度におけるエネルギー需給の見通しでは，

22〜23%を再生可能エネルギーとしている。建築物に関し

ては，省エネルギー化に向けた ZEH（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス）等の普及が進んでいる。さらに，運用

時の環境負荷削減のみならず，建設，運用，廃棄を含む

ライフサイクルを通じての CO₂排出量の収支をマイナス

にする LCCM（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）

住宅注文２）の普及も期待されている。いずれも自然エネ

ルギーである太陽光で発電することで CO₂を排出せずに

エネルギーを創出するが，それらの有効利用を図る上で

注目されているのが蓄電池である。蓄電池は，卒 FIT 以

後の住宅用太陽光発電による電力の自家消費や余剰電力

の有効活用，災害時の備えを背景に近年家庭に向けた定

置用を中心に導入が進み文 4)，海外でも定置用蓄電池の拡

大が進められ，太陽光発電システムや蓄電システム設置

の義務化などの施策が講じられている。 

市場の拡大が期待される定置用蓄電池であるが，更な

る普及拡大に向けては課題を抱えている。蓄電池は，ス

マートフォンや電気自動車（以下「EV」と称する）に搭

載されるリチウムイオン電池が主流であり，エネルギー

密度の高さが特徴である。しかし，リチウムイオン電池

を構成するリチウムはレアメタルと呼ばれる希少な非鉄

金属であることや世界的な需要増加から，市場動向など

の変動による価格高騰に伴う蓄電池の製造費の変動が課

題となる場合がある。また，蓄電池は充放電の繰り返し

による劣化が原因で性能が低下文 5)することがわかって

おり，リチウムイオン電池の寿命は 15〜20 年文 6)と予測

されている。蓄電池には定置用と車載用があるが，車載

用蓄電池の性能低下は EV の航続距離に直接影響するこ

とから，EV 普及による EV バッテリーの需要拡大文 7)は使

用済み蓄電池の廃棄と定置用蓄電池の供給に影響を与え

ると考えられ，使用済みの車載用蓄電池の定置用蓄電池

への再利用を促進することが期待されている。  

EV や多くの電子機器に搭載されるリチウムイオン電池

は，物質の化学反応で電力を生み出す化学電池であり，
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充電して繰り返し使うことのできる二次電池に分類され，

リチウムイオンを蓄えられる正極と負極間をリチウムイ

オンが電解液の中を往来することで充放電を行っている。

特徴として，「電圧の高さ」，「エネルギー密度の高さ」，

「メモリー効果がない」，「長寿命」が挙げられる。これ

らの特徴によって，電池の小型軽量化や，電池交換をせ

ず充電を繰り返すだけで長期的にエネルギーを得ること

ができ，その他の二次電池と比較して EV の航続距離の

伸長を実現した。 

使い勝手の良さからリチウムイオン電池の需要は拡大

し，販売金額が増加傾向にある。車載用リチウムイオン

電池の販売金額文８）に関しては，2018 年７月の販売金額

が約 263 億円であったのに対し，2023 年７月には約 692

億円と５年で約 429 億円も上昇し，EV の普及拡大が窺え

る。本論では，定置用蓄電池として再利用される車載用

蓄電池を扱うため，継続使用による蓄電池の性能の低下

を考慮する必要がある。そこで，蓄電池の性能の低下に

関する定義を列挙する。蓄電池の性能低下により継続し

て使用すべきでないとされる使用期限を EOL（End Of 

Life），蓄電池の劣化状態を表す指標を SOH（State of 

Health），充電率または充電状態を表す指標 SOC（State 

Of Charge），容量に対する放電量の割合を DOD（Depth of 

Discharge），修理や交換が必要となるまでの蓄電池の寿

命（残存耐用年数）を RUL（Remaining Useful Life）と

する。 

ライフサイクルでの環境負荷を定量的に評価するライ

フサイクルアセスメント（以下「LCA」と称する）の国内

におけるデータベースには，産業連関表に基づく評価と

積上法による評価が存在する。産業連関表を基に作成さ

れたデータベースには，国立環境研究所の発行する「産

業連関表による環境負荷原単位データブック文９）（以下

「3EID」と称する）」や，建築物の LCA として日本建築学

会が「建物の LCA 指針文 10）」を建築物に係るあらゆる LCCO

₂の評価手法と産業連関表をもとに作成されたデータベ

ースを公開している。積上法による評価には，産業技術

総合研究所と産業環境管理協会によって共同開発された

IDEA がある。 

本研究では，車載用蓄電池を転用した場合の CO₂ペイバ

ックタイムを試算し，その妥当性や効果を検証すること

を目的としている。ここでペイバックタイムとは，転用

に際して発生する CO₂排出量が，蓄電池の利用により削

減される CO₂量によって相殺されるまでの期間を指す。

まず，蓄電池市場に関する基礎調査を行い，過去の生産

額や生産容量等の推移を整理した上で，将来予測を CAGR

に基づき試みた。ただし，CAGR による予測には地政学的

な問題や技術革新，制度的支援強化等が十分に織り込ま

れていない可能性があるため，これらの制約についても

言及する。さらに，ペイバックタイムを算定するための

数式や各項目の定義を明確化し，結果を踏まえて考察と

今後の展望を示す。本研究では，温室効果ガス（以下「GHG」

と称する）排出量を評価することを想定し，2023 年時点

で無料公開されている 2015 年産業連関表（2015 年）に

基づいて作成された 3EID 文９）の CO₂排出原単位に基づく

環境負荷で主に評価する。3EID では部門ごとに環境負荷

原単位が与えられ，蓄電池の環境負荷算出時には，電池

部門の数値を適用する。蓄電池以外の設備についても環

境負荷算出時には，該当する環境負荷原単位を適用する。

このとき，輸入品の生産に伴う CO₂排出量を国産品と同

等と仮定して計算した値を示す「（I-A）-1」型を採用す

る。 

2．車載用蓄電池の動向 

2.1 車載用蓄電池の市場成長率の算出 

本研究では，はじめに経済産業省生産動態統計時系列

表および経済産業省生産動態統計年報文８）文１１）の 2015
年から 2022 年の車載用リチウムイオン電池の生産金額

を含むデータの推移から，生産金額，販売金額，生産容

量，1Ah あたりの生産金額の年平均成長率（Compound 
Annual Growth Rate：以下「CAGR」と称する）を算出す

る。その後，算出した各 CAGR から需要拡大が期待され

る n 年後の車載用リチウムイオン電池の生産金額，販売

金額，生産容量，1Ah あたりの各項目の予測値 En を算出

する。CAGR は式（１），算出した CAGR に基づく n 年

後の予測生産金額 En を（２）で求める。 

���� �  �𝛼𝛼�
𝛼𝛼�

 �  �
���  � 1 �1� 

𝐸𝐸�  � 𝛼𝛼� �  ����� � 1�� �2� 
ここで, α1：基準年の数値

αn：n 年後の数値（例：生産金額 etc．） 
車載用リチウムイオン電池の生産金額の CAGR と，n

年後の生産金額 En を算出する。まず，経済産業省生産動

態統計の 2015 年から 2022 年の８年間の生産金額より，

生産金額の CAGR は 2015 年〜2016 年が 15.26% / 年，

2015 年〜2017 年が 17.63% / 年，2015 年〜2018 年が

16.41% / 年，2015 年〜2019 年が 10.06% / 年，2015 年〜

2020 年が 10.06% / 年，2015 年〜2021 年が 14.13% / 年
となり，2015 年の生産金額 197,490 百万円をα1 とし，７

年後の 2022 年の生産金額 570,757 百万円をα7とすると，

CAGR は８年間で 16.37 % / 年となった。（図 2−1）また，

2015年〜2022年のCAGRに基づき，さらに８年後の 2030
年の E15 を算出した結果，2030 年にはおよそ 1.920 兆円

分の車載用リチウムイオン電池が製造されることが予測

できる。2015 年から 2022 年にかけて CAGR が 16%を超

えており，2030 年には生産金額がおよそ 1.9 兆円規模に

達すると予測されることから，国内の車載用リチウムイ

オン電池市場は今後も急速に拡大していく可能性が高い
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と考えられる。

図 2−1 CAGR and Expected Output of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計文８）文１１）を参考に作成 

次に，車載用リチウムイオン電池の販売金額の CAGR
と，n 年後の販売金額 En を算出する。販売金額の CAGR
は 2015 年〜2021 年が 13.17% / 年となり，2015 年の販売

金額 202,320 百万円をα1 とし，７年後の 2022 年の販売

金額 543,419 百万円をα7 とすると，CAGRS は８年間で

15.16 % / 年となった。（図 2−2）また，2022 年の CAGR
に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15を算出した結果，

2030 年には，およそ 1.681 兆円分の車載用リチウムイオ

ン電池が販売されると予測される。2015 年から 2022 年

までの CAGR が約 15%という高い成長率であることか

ら，今後も車載用リチウムイオン電池の需要は拡大する

と考えられ，それに伴い技術開発・生産体制整備・資源

確保など複合的な取り組みがさらに重要になると推察さ

れる。

図 2−2 CAGR and Expected Sales of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の生産容量の CAGR と，n
年後の生産容量 Enを算出する。生産容量の CAGR は 2015
年〜2021 年が 13.74% / 年となり，2015 年の生産容量

1,912,723×103 Ah をα1 とし，７年後の 2022 年の生産容

量 4,464,154×103 Ah をα7 とすると，CAGR は８年間で

12.87 % / 年となった。（図 2−3）また，2015 年-2022 年の

CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15 を算出し

た結果，2030 年にはおよそ 1.176×1010 Ah の車載用リチ

ウムイオン電池が製造されることが予測できる。以上よ

り，生産金額や販売金額の CAGR が約 15～16%/年前後，

あるいはそれを上回る時期も見られた一方，生産容量の

CAGR は最終的に約 13%程度で落ち着いていることがわ

かる。蓄電池の技術の進歩や量産効果などにより Ah あ

たりの単価が一定程度下がる傾向がある場合，金額の伸

び率が容量の伸び率よりも大きくなる場合もあれば逆に

小さくなる場合もあり，相対的な変動が生じるためと考

えられる。

図 2−3 CAGR and Expected Battery Capacity of  

EV LIB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計を参考に作成 

最後に，車載用リチウムイオン電池の 1Ah あたりの生

産金額の CAGR と，1Ah あたりの n 年後の生産金額 En

を算出する。生産容量の CAGR は 2015 年〜2021 年が

0.35% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの生産金額

103.25 円 / Ah をα1 とし，7 年後の 2022 年の 1Ah あた

りの生産金額 127.85 円 / Ah をα7 とすると，CAGR は 8
年間で 3. 10 % / 年となった。（図 2−4）また，2015 年〜

2022 年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15

を算出した結果，2030 年にはおよそ 163.23 円 / Ah とな

ることが予測できる。

2015 年から 2018 年まで継続的に下がっていること

から，当初は量産効果や技術革新，あるいは競争の激

化による価格低下が影響していたと考えられる。しか

し，2019 年に 115.54 円/Ah へ上昇し，その後 2020 年

はさらに微増，2021 年にやや下がり，2022 年に再び

大きく上昇して 127.85 円/Ah となった。コバルトやニ

ッケル，リチウムなどの供給制約や価格高騰が電池生

産のコスト増につながった可能性が高いと考えられ

る。また，2019 年頃の米中貿易摩擦，新型コロナウイ

ルス感染症の拡大による物流混乱などが影響し，価格

が高止まりする要因となったと考えられる。

図 2-4 CAGR and Expected Output per Capacity of  

EV LiB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計文１２）を 

参考に作成 
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充電して繰り返し使うことのできる二次電池に分類され，

リチウムイオンを蓄えられる正極と負極間をリチウムイ

オンが電解液の中を往来することで充放電を行っている。

特徴として，「電圧の高さ」，「エネルギー密度の高さ」，

「メモリー効果がない」，「長寿命」が挙げられる。これ

らの特徴によって，電池の小型軽量化や，電池交換をせ

ず充電を繰り返すだけで長期的にエネルギーを得ること

ができ，その他の二次電池と比較して EV の航続距離の

伸長を実現した。 

使い勝手の良さからリチウムイオン電池の需要は拡大

し，販売金額が増加傾向にある。車載用リチウムイオン

電池の販売金額文８）に関しては，2018 年７月の販売金額

が約 263 億円であったのに対し，2023 年７月には約 692

億円と５年で約 429 億円も上昇し，EV の普及拡大が窺え

る。本論では，定置用蓄電池として再利用される車載用

蓄電池を扱うため，継続使用による蓄電池の性能の低下

を考慮する必要がある。そこで，蓄電池の性能の低下に

関する定義を列挙する。蓄電池の性能低下により継続し

て使用すべきでないとされる使用期限を EOL（End Of 

Life），蓄電池の劣化状態を表す指標を SOH（State of 

Health），充電率または充電状態を表す指標 SOC（State 

Of Charge），容量に対する放電量の割合を DOD（Depth of 

Discharge），修理や交換が必要となるまでの蓄電池の寿

命（残存耐用年数）を RUL（Remaining Useful Life）と

する。 

ライフサイクルでの環境負荷を定量的に評価するライ

フサイクルアセスメント（以下「LCA」と称する）の国内

におけるデータベースには，産業連関表に基づく評価と

積上法による評価が存在する。産業連関表を基に作成さ

れたデータベースには，国立環境研究所の発行する「産

業連関表による環境負荷原単位データブック文９）（以下

「3EID」と称する）」や，建築物の LCA として日本建築学

会が「建物の LCA 指針文 10）」を建築物に係るあらゆる LCCO

₂の評価手法と産業連関表をもとに作成されたデータベ

ースを公開している。積上法による評価には，産業技術

総合研究所と産業環境管理協会によって共同開発された

IDEA がある。 

本研究では，車載用蓄電池を転用した場合の CO₂ペイバ

ックタイムを試算し，その妥当性や効果を検証すること

を目的としている。ここでペイバックタイムとは，転用

に際して発生する CO₂排出量が，蓄電池の利用により削

減される CO₂量によって相殺されるまでの期間を指す。

まず，蓄電池市場に関する基礎調査を行い，過去の生産

額や生産容量等の推移を整理した上で，将来予測を CAGR

に基づき試みた。ただし，CAGR による予測には地政学的

な問題や技術革新，制度的支援強化等が十分に織り込ま

れていない可能性があるため，これらの制約についても

言及する。さらに，ペイバックタイムを算定するための

数式や各項目の定義を明確化し，結果を踏まえて考察と

今後の展望を示す。本研究では，温室効果ガス（以下「GHG」

と称する）排出量を評価することを想定し，2023 年時点

で無料公開されている 2015 年産業連関表（2015 年）に

基づいて作成された 3EID 文９）の CO₂排出原単位に基づく

環境負荷で主に評価する。3EID では部門ごとに環境負荷

原単位が与えられ，蓄電池の環境負荷算出時には，電池

部門の数値を適用する。蓄電池以外の設備についても環

境負荷算出時には，該当する環境負荷原単位を適用する。

このとき，輸入品の生産に伴う CO₂排出量を国産品と同

等と仮定して計算した値を示す「（I-A）-1」型を採用す

る。 

2．車載用蓄電池の動向 

2.1 車載用蓄電池の市場成長率の算出 

本研究では，はじめに経済産業省生産動態統計時系列

表および経済産業省生産動態統計年報文８）文１１）の 2015
年から 2022 年の車載用リチウムイオン電池の生産金額

を含むデータの推移から，生産金額，販売金額，生産容

量，1Ah あたりの生産金額の年平均成長率（Compound 
Annual Growth Rate：以下「CAGR」と称する）を算出す

る。その後，算出した各 CAGR から需要拡大が期待され

る n 年後の車載用リチウムイオン電池の生産金額，販売

金額，生産容量，1Ah あたりの各項目の予測値 En を算出

する。CAGR は式（１），算出した CAGR に基づく n 年

後の予測生産金額 En を（２）で求める。 

���� �  �𝛼𝛼�
𝛼𝛼�

 �  �
���  � 1 �1� 

𝐸𝐸�  � 𝛼𝛼� �  ����� � 1�� �2� 
ここで, α1：基準年の数値

αn：n 年後の数値（例：生産金額 etc．） 
車載用リチウムイオン電池の生産金額の CAGR と，n

年後の生産金額 En を算出する。まず，経済産業省生産動

態統計の 2015 年から 2022 年の８年間の生産金額より，

生産金額の CAGR は 2015 年〜2016 年が 15.26% / 年，

2015 年〜2017 年が 17.63% / 年，2015 年〜2018 年が

16.41% / 年，2015 年〜2019 年が 10.06% / 年，2015 年〜

2020 年が 10.06% / 年，2015 年〜2021 年が 14.13% / 年
となり，2015 年の生産金額 197,490 百万円をα1 とし，７

年後の 2022 年の生産金額 570,757 百万円をα7とすると，

CAGR は８年間で 16.37 % / 年となった。（図 2−1）また，

2015年〜2022年のCAGRに基づき，さらに８年後の 2030
年の E15 を算出した結果，2030 年にはおよそ 1.920 兆円

分の車載用リチウムイオン電池が製造されることが予測

できる。2015 年から 2022 年にかけて CAGR が 16%を超

えており，2030 年には生産金額がおよそ 1.9 兆円規模に

達すると予測されることから，国内の車載用リチウムイ

オン電池市場は今後も急速に拡大していく可能性が高い

3 

と考えられる。

図 2−1 CAGR and Expected Output of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計文８）文１１）を参考に作成 

次に，車載用リチウムイオン電池の販売金額の CAGR
と，n 年後の販売金額 En を算出する。販売金額の CAGR
は 2015 年〜2021 年が 13.17% / 年となり，2015 年の販売

金額 202,320 百万円をα1 とし，７年後の 2022 年の販売

金額 543,419 百万円をα7 とすると，CAGRS は８年間で

15.16 % / 年となった。（図 2−2）また，2022 年の CAGR
に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15を算出した結果，

2030 年には，およそ 1.681 兆円分の車載用リチウムイオ

ン電池が販売されると予測される。2015 年から 2022 年

までの CAGR が約 15%という高い成長率であることか

ら，今後も車載用リチウムイオン電池の需要は拡大する

と考えられ，それに伴い技術開発・生産体制整備・資源

確保など複合的な取り組みがさらに重要になると推察さ

れる。

図 2−2 CAGR and Expected Sales of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の生産容量の CAGR と，n
年後の生産容量 Enを算出する。生産容量の CAGR は 2015
年〜2021 年が 13.74% / 年となり，2015 年の生産容量

1,912,723×103 Ah をα1 とし，７年後の 2022 年の生産容

量 4,464,154×103 Ah をα7 とすると，CAGR は８年間で

12.87 % / 年となった。（図 2−3）また，2015 年-2022 年の

CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15 を算出し

た結果，2030 年にはおよそ 1.176×1010 Ah の車載用リチ

ウムイオン電池が製造されることが予測できる。以上よ

り，生産金額や販売金額の CAGR が約 15～16%/年前後，

あるいはそれを上回る時期も見られた一方，生産容量の

CAGR は最終的に約 13%程度で落ち着いていることがわ

かる。蓄電池の技術の進歩や量産効果などにより Ah あ

たりの単価が一定程度下がる傾向がある場合，金額の伸

び率が容量の伸び率よりも大きくなる場合もあれば逆に

小さくなる場合もあり，相対的な変動が生じるためと考

えられる。

図 2−3 CAGR and Expected Battery Capacity of  

EV LIB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計を参考に作成 

最後に，車載用リチウムイオン電池の 1Ah あたりの生

産金額の CAGR と，1Ah あたりの n 年後の生産金額 En

を算出する。生産容量の CAGR は 2015 年〜2021 年が

0.35% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの生産金額

103.25 円 / Ah をα1 とし，7 年後の 2022 年の 1Ah あた

りの生産金額 127.85 円 / Ah をα7 とすると，CAGR は 8
年間で 3. 10 % / 年となった。（図 2−4）また，2015 年〜

2022 年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15

を算出した結果，2030 年にはおよそ 163.23 円 / Ah とな

ることが予測できる。

2015 年から 2018 年まで継続的に下がっていること

から，当初は量産効果や技術革新，あるいは競争の激

化による価格低下が影響していたと考えられる。しか

し，2019 年に 115.54 円/Ah へ上昇し，その後 2020 年

はさらに微増，2021 年にやや下がり，2022 年に再び

大きく上昇して 127.85 円/Ah となった。コバルトやニ

ッケル，リチウムなどの供給制約や価格高騰が電池生

産のコスト増につながった可能性が高いと考えられ

る。また，2019 年頃の米中貿易摩擦，新型コロナウイ

ルス感染症の拡大による物流混乱などが影響し，価格

が高止まりする要因となったと考えられる。

図 2-4 CAGR and Expected Output per Capacity of  

EV LiB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計文１２）を 

参考に作成 
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2.2 車載用蓄電池の国内外需要の算出 

2015 年から 2022 年の電池部門の販売金額をもとに算

出した各年の車載用リチウムイオン電池の販売金額とり

わけ国内外の販売金額の推移および，販売容量の推移か

ら CAGR を算出し，車載用リチウムイオン電池の国内外

需要の違いを明らかにする。算出した各 CAGR に基づく

n 年後の需要 En を予測する。CAGR は式（１），算出した

CAGR に基づく n 年後の需要 En を（２）で求める。 
車載用リチウムイオン電池の国内の販売金額は，2015

年から 2022 年における各年の経済産業省生産動態統計

の電池部門の総販売金額から該当年の財務省貿易統計文

１２）の主要商品別輸出における電池部門を差し引いた金

額に該当年の販売金額に占める車載用リチウムイオン電

池の割合を乗じた値とする。国内の販売容量は，車載用

リチウムイオン電池の販売容量に電池の総販売金額に占

める国内販売金額の割合を乗じたものとする。国外の販

売金額は，2015 年から 2022 年における各年の財務省貿

易統計の主要商品別輸出における電池部門の金額に，該

当年の販売金額に占める車載用リチウムイオン電池の割

合を乗じた値とする。国外の販売容量は，車載用リチウ

ムイオン電池の販売容量に電池の総販売金額に占める国

外販売金額の割合を乗じたものとする。

車載用リチウムイオン電池の国内販売金額の CAGR
と，n 年後の国内販売金額 En を算出する。まず，経済産

業省生産動態統計，財務省貿易統計より，国内販売金額

の CAGR は図 2−5 のようになった。また，2015 年〜2022
年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15 を

算出した結果，2030 年には車載用リチウムイオン電池の

国内販売金額がおよそ 3.54 千億円となることが予測で

きる。日本市場ではハイブリッド車（HV/PHV）が先行し

て普及してきた背景があり，純 EV 比率は欧州や中国と

比べると依然として低いが、新型コロナウイルス感染症

など外部要因による自動車市場全体の停滞があった時期

においても年間約 10%近い CAGR を示していることは，

国内市場も電池需要が着実に成長していることを示唆し

ている。

図 2−5 Domestic Sales and CAGR of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

次に，車載用リチウムイオン電池の国内販売容量の

CAGR と，n 年後の国内販売容量 En を算出し図 2−6 のよ

うになった。また，2015 年-2022 年の CAGR に基づき，

さらに８年後の 2030 年の E15 を算出した結果，2030 年

には車載用リチウムイオン電池の国内販売容量がおよそ

2.34×109 Ah となることが予測できる。 

図 2−6 Domestic Sales Capacities and CAGR of  

EV LIB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の国外販売金額の CAGR
と，n 年後の国外販売金額 En は，経済産業省生産動態統

計時，財務省貿易統計より図 2−7 のようになった。また，

2015 年-2022 年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030
年の E15 を算出した結果，2030 年には車載用リチウムイ

オン電池の国外販売金額がおよそ 1.45 兆円となること

が予測できる。

図 2−7 Abroad Sales and CAGR of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の国外販売容量の CAGR
と，n 年後の国外販売容量 En を算出する。経済産業省生

産動態統計，財務省貿易統計より国外販売容量の CAGR
は図 2−8のようになった。また，2015 年〜2022 年の CAGR
に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15を算出した結果，

2030 年には車載用リチウムイオン電池の国外販売容量

がおよそ 9.61×109 Ah となることが予測できる。 
以上，国内外の販売金額と販売容量を予測したが，

2019 年の落ち込みと 2021 年の急伸は，世界自動車市場

の変動（2019 年の米中貿易摩擦など）や新型コロナウイ

ルス感染症の影響による生産・販売調整が影響した可能

性が高いと考えられる。また，欧州や中国をはじめ世界

5 

的に EV シフトが加速し，日本企業の電池技術や品質が

一定の評価を得ていることで，輸出需要が大きく伸びた

と考えられる。国外販売金額 CAGR の約 18%という数値

は，世界的な EV 化の勢いを反映しており，日本メーカ

ーにとっては海外市場が成長基盤となっていることが示

唆される。しかし，今後は行きすぎた規制強化に抗う産

業構造の転換なども考えられるため，注意が必要である。 

図 2−8 Abroad Sales Capacities and CAGR of EV LIB

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

2.3 車載用蓄電池の GHG 排出量の算出 

3EID 文９）は産業連関表に基づくことから，評価対象の

製品の単価を対応する部門の環境負荷原単位に乗じる必

要がある。本研究では，2015 年から 2022 年の車載用リ

チウムイオン電池の 1Ahあたりの生産金額の推移に電池

部門の GHG 排出原単位（I-A）-1 を乗じ，CAGR_Output
per Ah（以下「CAGR / Ah」と称する）を算出する。その

後，算出した CAGR / Ah から n 年後の車載用リチウムイ

オン電池の 1Ah あたりの製造に係る GHG 排出量の予測

値 En / Ah を算出する。CAGR / Ah は式（3），En / Ah は

（4）で求める。

さらに，n 年後の生産容量に予測値 En / Ah を乗じるこ

とで，n 年後の車載用リチウムイオン電池の 1Ah あたり

製造に係る GHG 排出量の推移を分析する。 
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ここで, α1 / Ah：基準年の 1Ah あたりの生産金額 

  αn / Ah：n 年後の 1Ah あたりの生産金額  
3EID における電池部門の GHG 排出原単位は，4.364 t 

- CO₂eq / 百万円である。車載用リチウムイオン電池の

1Ah あたりの GHG 排出量の CAGR / Ah と，n 年後の GHG
排出量 En / Ah を算出する。まず，経済産業省生産動態統

計より算出した 2015 年から 2022 年の８年間の GHG 排

出量は，2015 年 およそ 0.45kg-CO₂eq/Ah，2016 年 およ

そ 0.40kg-CO₂eq/Ah，2017 年 およそ 0.37kg-CO₂eq/Ah，
2018 年 およそ 0.40kg-CO₂eq/Ah，2019 年 およそ 0.50kg-
CO₂eq/Ah，2020 年 およそ 0.51kg-CO₂eq/Ah，2021 年 お
よそ 0.46kg-CO₂eq/Ah，2022 年 およそ 0.56g-CO₂eq/Ah で

あった。

以上より，1Ah あたりの GHG 排出量の CAGR / Ah は

2015 年〜2016 年が-11.30% / 年，2015 年〜2017 年が-
9.35% / 年，2015 年〜2018 年が-4.15% / 年，2015 年〜

2019 年が 2.85% / 年，2015 年〜2020 年 2.46% / 年，2015
年〜2021 年 0.35% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの

GHG 排出量 0.4506kg-CO₂eq/Ah をα1とし，７年後の 2022
年の 1Ah あたりの GHG 排出量 0.5580kg-CO₂eq/Ah をα7

とすると，CAGR は 8 年間で 3.10 % / 年となった。（図 2

−9）また，2015 年-2022 年の CAGR / Ah に基づき，さら

に 8 年後の 2030 年の E15 / Ah を算出した結果，2030 年

には車載用リチウムイオン電池 1Ahあたりの製造におよ

そ 0.71kg-CO₂eq/Ah となることが予測できる。 
さらに，2030 年には 1.176×1010Ah の車載用リチウム

イオン電池が製造されることが予測できたことから，車

載用リチウムイオン電池の製造全体におよそ 8.38×
109kg-CO₂eq の GHG が排出されることが予測できる。

図 2−9 GHG Emissions per Ah of EV LIB 

（2015〜2022） 

2.4 太陽電池モジュールの GHG 排出量の算出

本研究では，2015 年から 2022 年の太陽電池モジュー

ルの 1kW あたりの生産金額の推移に半導体素子部門の

GHG 排出原単位（I-A）-1 を乗じ，CAGR_Output per kW
（以下「CAGR / kW」と称する）を算出する。その後，

算出した CAGR / kW から n 年後の太陽電池モジュール

の 1kW あたりの製造に係る GHG 排出量の予測値 En / kW
を算出する。CAGR / kW は式（5），En / kW は（6）で求

める。
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ここで, α1 /kW：基準年の 1kW あたりの生産金額  

  αn / kW：n 年後の 1kW あたりの生産金額  
経済産業省生産動態統計の 2015 年から 2022 年の 8 年

間の 1kW あたりの生産金額は，2015 年 およそ 0.126 百

万円 / kW，2016 年 およそ 0.120 百万円 / kW，2017 年 
およそ 0.104 百万円 / kW，2018 年 およそ 0.103 百万円 
/ kW，2019 年 およそ 0.090 百万円 / kW，2020 年 およ

そ 0.060百万円 / kW，2021年 およそ 0.049百万円 / kW，
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2.2 車載用蓄電池の国内外需要の算出 

2015 年から 2022 年の電池部門の販売金額をもとに算

出した各年の車載用リチウムイオン電池の販売金額とり

わけ国内外の販売金額の推移および，販売容量の推移か

ら CAGR を算出し，車載用リチウムイオン電池の国内外

需要の違いを明らかにする。算出した各 CAGR に基づく

n 年後の需要 En を予測する。CAGR は式（１），算出した

CAGR に基づく n 年後の需要 En を（２）で求める。 
車載用リチウムイオン電池の国内の販売金額は，2015

年から 2022 年における各年の経済産業省生産動態統計

の電池部門の総販売金額から該当年の財務省貿易統計文

１２）の主要商品別輸出における電池部門を差し引いた金

額に該当年の販売金額に占める車載用リチウムイオン電

池の割合を乗じた値とする。国内の販売容量は，車載用

リチウムイオン電池の販売容量に電池の総販売金額に占

める国内販売金額の割合を乗じたものとする。国外の販

売金額は，2015 年から 2022 年における各年の財務省貿

易統計の主要商品別輸出における電池部門の金額に，該

当年の販売金額に占める車載用リチウムイオン電池の割

合を乗じた値とする。国外の販売容量は，車載用リチウ

ムイオン電池の販売容量に電池の総販売金額に占める国

外販売金額の割合を乗じたものとする。

車載用リチウムイオン電池の国内販売金額の CAGR
と，n 年後の国内販売金額 En を算出する。まず，経済産

業省生産動態統計，財務省貿易統計より，国内販売金額

の CAGR は図 2−5 のようになった。また，2015 年〜2022
年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15 を

算出した結果，2030 年には車載用リチウムイオン電池の

国内販売金額がおよそ 3.54 千億円となることが予測で

きる。日本市場ではハイブリッド車（HV/PHV）が先行し

て普及してきた背景があり，純 EV 比率は欧州や中国と

比べると依然として低いが、新型コロナウイルス感染症

など外部要因による自動車市場全体の停滞があった時期

においても年間約 10%近い CAGR を示していることは，

国内市場も電池需要が着実に成長していることを示唆し

ている。

図 2−5 Domestic Sales and CAGR of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

次に，車載用リチウムイオン電池の国内販売容量の

CAGR と，n 年後の国内販売容量 En を算出し図 2−6 のよ

うになった。また，2015 年-2022 年の CAGR に基づき，

さらに８年後の 2030 年の E15 を算出した結果，2030 年

には車載用リチウムイオン電池の国内販売容量がおよそ

2.34×109 Ah となることが予測できる。 

図 2−6 Domestic Sales Capacities and CAGR of  

EV LIB（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の国外販売金額の CAGR
と，n 年後の国外販売金額 En は，経済産業省生産動態統

計時，財務省貿易統計より図 2−7 のようになった。また，

2015 年-2022 年の CAGR に基づき，さらに８年後の 2030
年の E15 を算出した結果，2030 年には車載用リチウムイ

オン電池の国外販売金額がおよそ 1.45 兆円となること

が予測できる。

図 2−7 Abroad Sales and CAGR of EV LIB 

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

車載用リチウムイオン電池の国外販売容量の CAGR
と，n 年後の国外販売容量 En を算出する。経済産業省生

産動態統計，財務省貿易統計より国外販売容量の CAGR
は図 2−8のようになった。また，2015 年〜2022 年の CAGR
に基づき，さらに８年後の 2030 年の E15を算出した結果，

2030 年には車載用リチウムイオン電池の国外販売容量

がおよそ 9.61×109 Ah となることが予測できる。 
以上，国内外の販売金額と販売容量を予測したが，

2019 年の落ち込みと 2021 年の急伸は，世界自動車市場

の変動（2019 年の米中貿易摩擦など）や新型コロナウイ

ルス感染症の影響による生産・販売調整が影響した可能

性が高いと考えられる。また，欧州や中国をはじめ世界

5 

的に EV シフトが加速し，日本企業の電池技術や品質が

一定の評価を得ていることで，輸出需要が大きく伸びた

と考えられる。国外販売金額 CAGR の約 18%という数値

は，世界的な EV 化の勢いを反映しており，日本メーカ

ーにとっては海外市場が成長基盤となっていることが示

唆される。しかし，今後は行きすぎた規制強化に抗う産

業構造の転換なども考えられるため，注意が必要である。 

図 2−8 Abroad Sales Capacities and CAGR of EV LIB

（2015〜2022） 

出典：経済産業省生産動態統計，財務省貿易統計を参考に作成 

2.3 車載用蓄電池の GHG 排出量の算出 

3EID 文９）は産業連関表に基づくことから，評価対象の

製品の単価を対応する部門の環境負荷原単位に乗じる必

要がある。本研究では，2015 年から 2022 年の車載用リ

チウムイオン電池の 1Ahあたりの生産金額の推移に電池

部門の GHG 排出原単位（I-A）-1 を乗じ，CAGR_Output
per Ah（以下「CAGR / Ah」と称する）を算出する。その

後，算出した CAGR / Ah から n 年後の車載用リチウムイ

オン電池の 1Ah あたりの製造に係る GHG 排出量の予測

値 En / Ah を算出する。CAGR / Ah は式（3），En / Ah は

（4）で求める。

さらに，n 年後の生産容量に予測値 En / Ah を乗じるこ

とで，n 年後の車載用リチウムイオン電池の 1Ah あたり

製造に係る GHG 排出量の推移を分析する。 
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ここで, α1 / Ah：基準年の 1Ah あたりの生産金額 

  αn / Ah：n 年後の 1Ah あたりの生産金額  
3EID における電池部門の GHG 排出原単位は，4.364 t 

- CO₂eq / 百万円である。車載用リチウムイオン電池の

1Ah あたりの GHG 排出量の CAGR / Ah と，n 年後の GHG
排出量 En / Ah を算出する。まず，経済産業省生産動態統

計より算出した 2015 年から 2022 年の８年間の GHG 排

出量は，2015 年 およそ 0.45kg-CO₂eq/Ah，2016 年 およ

そ 0.40kg-CO₂eq/Ah，2017 年 およそ 0.37kg-CO₂eq/Ah，
2018 年 およそ 0.40kg-CO₂eq/Ah，2019 年 およそ 0.50kg-
CO₂eq/Ah，2020 年 およそ 0.51kg-CO₂eq/Ah，2021 年 お
よそ 0.46kg-CO₂eq/Ah，2022 年 およそ 0.56g-CO₂eq/Ah で

あった。

以上より，1Ah あたりの GHG 排出量の CAGR / Ah は

2015 年〜2016 年が-11.30% / 年，2015 年〜2017 年が-
9.35% / 年，2015 年〜2018 年が-4.15% / 年，2015 年〜

2019 年が 2.85% / 年，2015 年〜2020 年 2.46% / 年，2015
年〜2021 年 0.35% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの

GHG 排出量 0.4506kg-CO₂eq/Ah をα1とし，７年後の 2022
年の 1Ah あたりの GHG 排出量 0.5580kg-CO₂eq/Ah をα7

とすると，CAGR は 8 年間で 3.10 % / 年となった。（図 2

−9）また，2015 年-2022 年の CAGR / Ah に基づき，さら

に 8 年後の 2030 年の E15 / Ah を算出した結果，2030 年

には車載用リチウムイオン電池 1Ahあたりの製造におよ

そ 0.71kg-CO₂eq/Ah となることが予測できる。 
さらに，2030 年には 1.176×1010Ah の車載用リチウム

イオン電池が製造されることが予測できたことから，車

載用リチウムイオン電池の製造全体におよそ 8.38×
109kg-CO₂eq の GHG が排出されることが予測できる。

図 2−9 GHG Emissions per Ah of EV LIB 

（2015〜2022） 

2.4 太陽電池モジュールの GHG 排出量の算出

本研究では，2015 年から 2022 年の太陽電池モジュー

ルの 1kW あたりの生産金額の推移に半導体素子部門の

GHG 排出原単位（I-A）-1 を乗じ，CAGR_Output per kW
（以下「CAGR / kW」と称する）を算出する。その後，

算出した CAGR / kW から n 年後の太陽電池モジュール

の 1kW あたりの製造に係る GHG 排出量の予測値 En / kW
を算出する。CAGR / kW は式（5），En / kW は（6）で求

める。
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ここで, α1 /kW：基準年の 1kW あたりの生産金額  

  αn / kW：n 年後の 1kW あたりの生産金額  
経済産業省生産動態統計の 2015 年から 2022 年の 8 年

間の 1kW あたりの生産金額は，2015 年 およそ 0.126 百

万円 / kW，2016 年 およそ 0.120 百万円 / kW，2017 年 
およそ 0.104 百万円 / kW，2018 年 およそ 0.103 百万円 
/ kW，2019 年 およそ 0.090 百万円 / kW，2020 年 およ

そ 0.060百万円 / kW，2021年 およそ 0.049百万円 / kW，
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2022 年 およそ 0.80 百万円 / kW であった。 
3EID における半導体素子部門の GHG 排出原単位は，

5.997 t - CO₂eq / 百万円である。太陽電池モジュールの

1kW あたりの GHG 排出量の CAGR / kW と，n 年後の

GHG 排出量 En / kW を算出する。まず，経済産業省生産

動態統計より算出した 2015 年から 2022 年の８年間の

GHG 排出量は，2015 年 およそ 756.25kg-CO₂eq/ kW，2016
年 およそ 717.57kg-CO₂eq/ kW，2017 年 およそ 626.32kg-
CO₂eq/ kW，2018 年 およそ 615.68kg-CO₂eq/ kW，2019 年 
およそ 539.99kg-CO₂eq/ kW，2020 年 およそ 362.73kg-
CO₂eq/ kW，2021 年 およそ 295.57kg-CO₂eq/ kW，2022 年 
およそ 477.28g-CO₂eq/ kW であった。 

以上より，1kW あたりの GHG 排出量の CAGR / kW は

2015 年〜2016 年が-5.11% / 年，2015 年〜2017 年が-9.0% 
/ 年，2015 年〜2018 年が-6.63% / 年，2015 年〜2019 年

が-8.08% / 年，2015 年〜2020 年-13.67% / 年，2015 年〜

2021 年-14.49s% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの GHG
排出量 756.254kg-CO₂eq/ kW をα1 とし，７年後の 2022
年の 1kW あたりの GHG 排出量 477.279kg-CO₂eq/ kW を

α7 とすると，CAGR は８年間で-6.36 % / 年となった。

（図 2−10）また，2015 年〜2022 年の CAGR / kW に基づ

き，さらに８年後の 2030 年の E15 / kW を算出した結果，

2030 年には太陽電池モジュールの 1kW あたりの製造に

およそ 282.05kg-CO₂eq/ kW となることが予測できる。 

図 2−10 GHG Emissions per kW of Solar Module 

（2015〜2022） 

3．車載用蓄電池の住宅への転用と環境負荷 

3.1 車載用蓄電池の住宅用への転用後の CO₂ペイバック

タイムの算出

車載用蓄電池の住宅用への転用後の CO₂ペイバックタ

イムを算出する。本研究では，CO₂ペイバックタイムの算

出を車載用リチウムイオン電池および太陽電池モジュー

ル製造時の GHG 排出量の和から，二子玉川駅（東京都

世田谷区玉川 2-22-13）付近における集合住宅の推定消費

電力量から太陽光発電量の予測値を差し引いた値に火力

発電（LNG，石油，石炭）の直接 CO₂排出原単位文１３）を

乗じて算出した CO₂排出量を差し引いた収支が 0 となる

のに要した期間とする。太陽発電システムの年間発電量

は，加藤ら文１４）の研究から参照した式（7）より求める。 

本研究では，太陽電池モジュールの傾斜角を 30°，設

置面を南として想定する。Qsは，対象地の NEDO 日射量

データベース閲覧システム文１５）の年平均斜面日射量

4.34kWh / (m2・day)をもとに，Qs =4.34×365=1,584 [kWh 
/ (m2・年)]とした。Kpは，0.8 文１６）と仮定する。 

対象電池は，楊ら文１７）の研究から 2012 年製造「N 社

EV」の総公称電圧 346V，容量 20kWh の空冷方式リチウ

ムイオンバッテリーとし，1 個あたり 3.6V かつ 2.9Ah の

性能を持つセルを 20 並列，96 直列の総セル数 1920 個で

構成されたもの文１８）とする。さらに，リチウムイオン電

池は使用や経年により容量が低下し，EV においては航

続距離に影響するため，SOH が 70〜80%に達すると，別

用途に転用されると考えられている文１９）。そこで，メー

カー保証期間として設定される傾向にある８年を車載用

途の RUL とし，以降を電池の転用時期と仮定する。充電

はすべて太陽光発電による電気の使用を想定する。
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ここで, Ep：太陽電池アレイの発電量 [kWh /年]
Qs：太陽電池アレイの設置面単位面積あた

りの日射量[kWh / (m2・年)]  
αp：標準状態の日射強度(=1kW / m2)  
Kp：太陽電池アレイの総合設計係数  
Pp：太陽電池アレイのシステム容量[kW]  

二子玉川駅付近における集合住宅の推定電気消費量

は，住戸面積を 60m2 / 戸，住戸数を 6 戸と仮定し，東京

都の集合住宅の電気の消費原単位文２０）631MJ/(m2・年)を
もとに，電気の一次エネルギー換算係数の 9.76MJ / kWh
から算出した，64.65kWh / (m2・年)を乗じた値とする。 

以上より，「N 社 EV」文１７）文１８）のバッテリーパック

の転用を想定すると，製造年に最も近い 2015 年の 1Ah
あたりの GHG 排出量 0.45 kg-CO₂eq / Ah をもとに GHG
排出量を算出した場合，20kWh 製造時におよそ 2500 kg-
CO₂eq 排出したこととなる。また，太陽電池アレイの発

電量：4kW，16kW，32kW は，それぞれ 5.07×103 kWh / 
年，2.03×104 kWh / 年，4.05×104 kWh / 年となり，二子

玉川駅付近における集合住宅の推定消費電力量は，2.33
×104 kWh / 年となった。よって，１日あたりの推定消費

電力量が 63.8kWh / 日，推定発電電力量が 111.1kWh / 日
となる 32kW の太陽電池アレイ有する集合住宅は，推定

余剰電力量 47.3 kWh / 日が生じることから，SOH80%の

車載用リチウムイオン電池 20kWh の導入を想定し，製造

時に排出した CO₂に係る CO₂ペイバックタイムを算出す

る。蓄電池の容量を超過した余剰電力は，廃棄したと仮

定する。

対象住宅に 32kW およびの太陽電池アレイを設置し，

蓄電する余剰電力を 16kWh / 年とした場合の CO₂ペイバ

ックタイム Tpを火力発電の燃料（LNG，石油，石炭）別
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に算出する。CO₂ペイバックタイム Tn は式（8）で求め

る。 本研究では，消費電力量を 2.33×104 kWh / 年，車

載用リチウムイオン電池を住宅用に転用した時点の

SOH を 80%とし，製造時の GHG 排出量は 5,000 kg-CO₂eq
とする。
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ここで, Tn：CO₂ペイバックタイム [⽇]

Gn：製造時 GHG 排出量 [kg-CO₂eq]
β：⽕⼒発電 CO₂排出係数[kW]
Wn：⾞載⽤リチウムイオン電池の容量[kW]

※SOH が 80%のため Wn ×0.8 とした

LNG 火力発電，石油火力発電および石炭火力発電の直

接 CO₂排出原単位と，余剰電力 32kWh / 年を蓄電するこ

とで 1 日あたりに削減可能な CO₂量を表 3-1，CO₂ペイバ

ックタイムを図 3-1 に示す。燃料種類によって CO₂排
出原単位が異なるため，蓄電システムによる CO₂削減

効果やペイバックタイムにも差が生じる。石炭火力発

電の排出原単位が大きい分，同じ条件下では削減量も

大きく，相対的に短い期間でペイバックが可能になる

ことが示唆された。

表 3-1  CO₂ Reduction Effects by Each Thermal Power 

Generation Method 

発電方式 
CO₂排出原単位 
[kg-CO₂/kWh] 

CO₂削減量 
[kg-CO₂/日] 

LNG 
火力発電 

0.376 約 12.03 

石油 
火力発電 

0.695 約 22.24 

石炭 
火力発電 

0.864 約 27.65 

図 3-1 CO₂ payback time 

3.2 車載用蓄電池転用の事例「高床の家」  

対象住宅は，茨城県の「高床の家」文２１）とする。当建

築は，地上２階，延床面積 82.81m2 の木造住宅である。

また，4kW の太陽光発電システムを有しており，余剰電

力は EV バッテリーを転用し，蓄電している。通常，蓄

電池の使用は，蓄電池の下限電圧 59.0v を下回る場合ま

でであり，商用電源と併せて電力供給をしている。図 3-
2 にシステム詳細図を示す。 

対象住宅は設置されたセンサーにより電流値を測定

しており，供給電圧が 100V となっている。夏季（2023/
07/13）と冬季（2024/01/13）における 12:00 と 20:00 に測

定した電流値から，昼間（12:00~12:59）と夜間（20:00~
20:59）の 1 時間に消費した予測電力量を算出し，昼間お

よび夜間の１時間あたりの総消費電力量と太陽光自家発

電により削減したCO₂排出量を火力発電の燃料別に予測

する。

図 3-2 System Diagram of 「高床の家」 

対象住宅は，夏季（2023/07/13）12:00 に商用電力 0.06
A，自家発電電力 2.34A を測定したことから，消費電力

量は 14.4kWh((3.6Ah+140.4Ah)×100V=14400Wh)となり，

20:00 に商用電力 0.05A，自家発電電力 1.64A を測定した

ことから，消費電力量は 10.14kWh((3.0Ah+98.4Ah)×100
V=1014Wh)となった。冬季（2024/01/13）12:00 に商用電

力 3.08A，自家発電電力 2.77A を測定したことから，消

費電力量は 35.1kWh((184.8Ah+166.2Ah)×100V=35100W
h)となり，20:00 に商用電力 9.38A，自家発電電力 4.02A
を測定したことから，消費電力量は 80.4kWh((562.8Ah+2
41.2Ah)×100V=80400Wh)となった。（図 3-3）

図 3-3 Differences in Hourly Electricity  

Consumption between Daytime and Nighttime in 

「高床の家」 by Season  

下記に，算出した太陽光発電量に火力発電の燃料別 C
O₂排出原単位を乗じた，数値を削減 CO₂排出量として示

す。

・・LNG 火力発電

LNG 火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.376kg-CO₂ / k
Wh 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力

量は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よ
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2022 年 およそ 0.80 百万円 / kW であった。 
3EID における半導体素子部門の GHG 排出原単位は，

5.997 t - CO₂eq / 百万円である。太陽電池モジュールの

1kW あたりの GHG 排出量の CAGR / kW と，n 年後の

GHG 排出量 En / kW を算出する。まず，経済産業省生産

動態統計より算出した 2015 年から 2022 年の８年間の

GHG 排出量は，2015 年 およそ 756.25kg-CO₂eq/ kW，2016
年 およそ 717.57kg-CO₂eq/ kW，2017 年 およそ 626.32kg-
CO₂eq/ kW，2018 年 およそ 615.68kg-CO₂eq/ kW，2019 年 
およそ 539.99kg-CO₂eq/ kW，2020 年 およそ 362.73kg-
CO₂eq/ kW，2021 年 およそ 295.57kg-CO₂eq/ kW，2022 年 
およそ 477.28g-CO₂eq/ kW であった。 

以上より，1kW あたりの GHG 排出量の CAGR / kW は

2015 年〜2016 年が-5.11% / 年，2015 年〜2017 年が-9.0% 
/ 年，2015 年〜2018 年が-6.63% / 年，2015 年〜2019 年

が-8.08% / 年，2015 年〜2020 年-13.67% / 年，2015 年〜

2021 年-14.49s% / 年となり，2015 年の 1Ah あたりの GHG
排出量 756.254kg-CO₂eq/ kW をα1 とし，７年後の 2022
年の 1kW あたりの GHG 排出量 477.279kg-CO₂eq/ kW を

α7 とすると，CAGR は８年間で-6.36 % / 年となった。

（図 2−10）また，2015 年〜2022 年の CAGR / kW に基づ

き，さらに８年後の 2030 年の E15 / kW を算出した結果，

2030 年には太陽電池モジュールの 1kW あたりの製造に

およそ 282.05kg-CO₂eq/ kW となることが予測できる。 

図 2−10 GHG Emissions per kW of Solar Module 

（2015〜2022） 

3．車載用蓄電池の住宅への転用と環境負荷 

3.1 車載用蓄電池の住宅用への転用後の CO₂ペイバック

タイムの算出

車載用蓄電池の住宅用への転用後の CO₂ペイバックタ

イムを算出する。本研究では，CO₂ペイバックタイムの算

出を車載用リチウムイオン電池および太陽電池モジュー

ル製造時の GHG 排出量の和から，二子玉川駅（東京都

世田谷区玉川 2-22-13）付近における集合住宅の推定消費

電力量から太陽光発電量の予測値を差し引いた値に火力

発電（LNG，石油，石炭）の直接 CO₂排出原単位文１３）を

乗じて算出した CO₂排出量を差し引いた収支が 0 となる

のに要した期間とする。太陽発電システムの年間発電量

は，加藤ら文１４）の研究から参照した式（7）より求める。 

本研究では，太陽電池モジュールの傾斜角を 30°，設

置面を南として想定する。Qsは，対象地の NEDO 日射量

データベース閲覧システム文１５）の年平均斜面日射量

4.34kWh / (m2・day)をもとに，Qs =4.34×365=1,584 [kWh 
/ (m2・年)]とした。Kpは，0.8 文１６）と仮定する。 

対象電池は，楊ら文１７）の研究から 2012 年製造「N 社

EV」の総公称電圧 346V，容量 20kWh の空冷方式リチウ

ムイオンバッテリーとし，1 個あたり 3.6V かつ 2.9Ah の

性能を持つセルを 20 並列，96 直列の総セル数 1920 個で

構成されたもの文１８）とする。さらに，リチウムイオン電

池は使用や経年により容量が低下し，EV においては航

続距離に影響するため，SOH が 70〜80%に達すると，別

用途に転用されると考えられている文１９）。そこで，メー

カー保証期間として設定される傾向にある８年を車載用

途の RUL とし，以降を電池の転用時期と仮定する。充電

はすべて太陽光発電による電気の使用を想定する。
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ここで, Ep：太陽電池アレイの発電量 [kWh /年]
Qs：太陽電池アレイの設置面単位面積あた

りの日射量[kWh / (m2・年)]  
αp：標準状態の日射強度(=1kW / m2)  
Kp：太陽電池アレイの総合設計係数  
Pp：太陽電池アレイのシステム容量[kW]  

二子玉川駅付近における集合住宅の推定電気消費量

は，住戸面積を 60m2 / 戸，住戸数を 6 戸と仮定し，東京

都の集合住宅の電気の消費原単位文２０）631MJ/(m2・年)を
もとに，電気の一次エネルギー換算係数の 9.76MJ / kWh
から算出した，64.65kWh / (m2・年)を乗じた値とする。 

以上より，「N 社 EV」文１７）文１８）のバッテリーパック

の転用を想定すると，製造年に最も近い 2015 年の 1Ah
あたりの GHG 排出量 0.45 kg-CO₂eq / Ah をもとに GHG
排出量を算出した場合，20kWh 製造時におよそ 2500 kg-
CO₂eq 排出したこととなる。また，太陽電池アレイの発

電量：4kW，16kW，32kW は，それぞれ 5.07×103 kWh / 
年，2.03×104 kWh / 年，4.05×104 kWh / 年となり，二子

玉川駅付近における集合住宅の推定消費電力量は，2.33
×104 kWh / 年となった。よって，１日あたりの推定消費

電力量が 63.8kWh / 日，推定発電電力量が 111.1kWh / 日
となる 32kW の太陽電池アレイ有する集合住宅は，推定

余剰電力量 47.3 kWh / 日が生じることから，SOH80%の

車載用リチウムイオン電池 20kWh の導入を想定し，製造

時に排出した CO₂に係る CO₂ペイバックタイムを算出す

る。蓄電池の容量を超過した余剰電力は，廃棄したと仮

定する。

対象住宅に 32kW およびの太陽電池アレイを設置し，

蓄電する余剰電力を 16kWh / 年とした場合の CO₂ペイバ

ックタイム Tpを火力発電の燃料（LNG，石油，石炭）別
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に算出する。CO₂ペイバックタイム Tn は式（8）で求め

る。 本研究では，消費電力量を 2.33×104 kWh / 年，車

載用リチウムイオン電池を住宅用に転用した時点の

SOH を 80%とし，製造時の GHG 排出量は 5,000 kg-CO₂eq
とする。
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ここで, Tn：CO₂ペイバックタイム [⽇]

Gn：製造時 GHG 排出量 [kg-CO₂eq]
β：⽕⼒発電 CO₂排出係数[kW]
Wn：⾞載⽤リチウムイオン電池の容量[kW]

※SOH が 80%のため Wn ×0.8 とした

LNG 火力発電，石油火力発電および石炭火力発電の直

接 CO₂排出原単位と，余剰電力 32kWh / 年を蓄電するこ

とで 1 日あたりに削減可能な CO₂量を表 3-1，CO₂ペイバ

ックタイムを図 3-1 に示す。燃料種類によって CO₂排
出原単位が異なるため，蓄電システムによる CO₂削減

効果やペイバックタイムにも差が生じる。石炭火力発

電の排出原単位が大きい分，同じ条件下では削減量も

大きく，相対的に短い期間でペイバックが可能になる

ことが示唆された。

表 3-1  CO₂ Reduction Effects by Each Thermal Power 

Generation Method 

発電方式 
CO₂排出原単位 
[kg-CO₂/kWh] 

CO₂削減量 
[kg-CO₂/日] 

LNG 
火力発電 

0.376 約 12.03 

石油 
火力発電 

0.695 約 22.24 

石炭 
火力発電 

0.864 約 27.65 

図 3-1 CO₂ payback time 

3.2 車載用蓄電池転用の事例「高床の家」  

対象住宅は，茨城県の「高床の家」文２１）とする。当建

築は，地上２階，延床面積 82.81m2 の木造住宅である。

また，4kW の太陽光発電システムを有しており，余剰電

力は EV バッテリーを転用し，蓄電している。通常，蓄

電池の使用は，蓄電池の下限電圧 59.0v を下回る場合ま

でであり，商用電源と併せて電力供給をしている。図 3-
2 にシステム詳細図を示す。 

対象住宅は設置されたセンサーにより電流値を測定

しており，供給電圧が 100V となっている。夏季（2023/
07/13）と冬季（2024/01/13）における 12:00 と 20:00 に測

定した電流値から，昼間（12:00~12:59）と夜間（20:00~
20:59）の 1 時間に消費した予測電力量を算出し，昼間お

よび夜間の１時間あたりの総消費電力量と太陽光自家発

電により削減したCO₂排出量を火力発電の燃料別に予測

する。

図 3-2 System Diagram of 「高床の家」 

対象住宅は，夏季（2023/07/13）12:00 に商用電力 0.06
A，自家発電電力 2.34A を測定したことから，消費電力

量は 14.4kWh((3.6Ah+140.4Ah)×100V=14400Wh)となり，

20:00 に商用電力 0.05A，自家発電電力 1.64A を測定した

ことから，消費電力量は 10.14kWh((3.0Ah+98.4Ah)×100
V=1014Wh)となった。冬季（2024/01/13）12:00 に商用電

力 3.08A，自家発電電力 2.77A を測定したことから，消

費電力量は 35.1kWh((184.8Ah+166.2Ah)×100V=35100W
h)となり，20:00 に商用電力 9.38A，自家発電電力 4.02A
を測定したことから，消費電力量は 80.4kWh((562.8Ah+2
41.2Ah)×100V=80400Wh)となった。（図 3-3）

図 3-3 Differences in Hourly Electricity  

Consumption between Daytime and Nighttime in 

「高床の家」 by Season  

下記に，算出した太陽光発電量に火力発電の燃料別 C
O₂排出原単位を乗じた，数値を削減 CO₂排出量として示

す。

・・LNG 火力発電

LNG 火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.376kg-CO₂ / k
Wh 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力

量は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よ
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って，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 5.28 kg-CO₂を
削減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 3.70 kg-CO₂
を削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自

家発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh
となった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 6.
25 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 9.
07 kg-CO₂を削減したと予測できた。 
・石油火力発電

石油火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.695kg-CO₂ / kW
h 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力量

は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よっ

て，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 9.76 kg-CO₂を削

減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 6.84 kg-CO₂を
削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自家

発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh と

なった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 11.5
5 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 1
6.76 kg-CO₂を削減したと予測できた。 
・石炭火力発電

石炭火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.864kg-CO₂ / kW
h 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力量

は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よっ

て，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 12.13 kg-CO₂を削

減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 8.50 kg-CO₂を
削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自家

発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh と

なった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 14.3
6 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 2
0.84 kg-CO₂を削減したと予測できた。 

4．考察

まず，車載用リチウムイオン電池の国内需要につい

て考察する。販売金額・容量および CAGR のいずれも

国外需要より低く，日本の EV 普及が世界と比較して

遅れていることがわかる。実際，2022 時点で日本は世

界諸国と比較して，乗用車の保有台数に占める EV の

比率が低く，充電インフラの数も少ない文２２）。T 社の

ある米国では，法律施行による支援のように国が蓄電

池産業の市場拡大に注力している文２３）事例もあるこ

とから，今後， 2035 年までに新車販売をすべて EV
にすることを目標としている日本において，体制を整

え，生産や購入の支援および充電インフラの拡充をす

ることが求められる。

2022 年の車載用リチウムイオン電池の生産金額と

生産容量から，2022 年の 1Ah あたりの生産金額は

127.85 円 / Ah となった。さらに，リチウムイオン電

池 1kWh あたりの価格文２４)がセル 1kWh あたり$120 で

あり，2022 年の TTM 文２５）が 131.43 円 / $であること

から，セル 1kWh あたりの価格を日本円換算すると

15771.6 円 / kWh である。上記の 2 つの値のみ考慮し

た場合，N 社 EV に搭載されたセル容量 2.9Ah を基準

にした場合，1kWh あたり 42.5 個のセルで構成される

こととなり，N 社 EV に搭載された 20kWh のバッテ

リーが 850 個のセルでバッテリーが構成されている

こととなる。しかし，並列数を N 社 EV と同様に 20
とした場合，20kWhの EV バッテリーを得るためには，

セル 1 個あたり 8V の電圧が必要となるが，現行の車

載用リチウムイオン電池セルの電圧は，N 社 EV のセ

ル電圧 3. 6V との差は少ない。つまり，現行の EV バ

ッテリーはセル容量を増やすことで，少ないセル数で

バッテリー容量を増加させている。

そこで，車載用リチウムイオン電池セルの性能を 1
個あたり 3.5V かつ 60Ah と仮定し，バッテリパック 2
並列，96 直列のセル（総セル数：192 個）で構成した

40kWhの EV バッテリーを製造した場合の生産金額を

リチウムイオン電池 1kWhあたりの価格文２４)に準拠し

て，経済産業省生産動態統計より算出した値の整合性

を確認する。2022 年の 1Ah あたりの生産金額 127.85
円 / Ah した場合の EV バッテリー40kWh の生産金額

は 14.7 万円（60×192×127.85=1,472,832）となるが，

15771.6 円 / kWh とした場合は 6.31 万円（15770×
40=630,800）となることから，車載用リチウムイオン

電池 1Ah あたりの生産金額は 127.85 円 / Ah より低い

金額でなければ，整合性がとれない。この原因として

考えられることは，EV バッテリーの性能および構成

が定格でなく製造元で異なることや，製造元ごとで製

造に係るコストが異なることが挙げられる。また，

2015 年から 2022 年の８年間の 1Ah あたりの生産金額

の CAGR は 3.10 % / 年であるが，生産金額が増加す

る理由として，2021 年まで減少傾向であったリチウム

イオン電池 1kWh あたりの価格が 2022 年に僅かに増

加したことや輸入物価の上昇などが挙げられる。よっ

て，経済産業省生産動態統計の生産金額および生産容

量から，車載用リチウムイオン電池の生産に係る詳細

な GHG 排出量を明確にすることは困難である。

本研究で使用した LCA の 3EID における GHG 排出

原単位は百万円単位の値で，電池部門は 4.364 t - CO₂eq 
/ 百万円である。よって，3EID に基づいて算出した車

載用リチウムイオン電池の生産に係る GHG 排出量は

生産金額に比例し，1Ah あたりの生産金額は 2015 年

に 0.45 kg-CO₂eq / Ah となり，2022 年には 0.56 kg-
CO₂eq / Ah となった。2015 年から 2022 年の 8 年間の

CAGR は，3.1 % / 年と増加傾向であった。しかし，

3EID は 2015 年の産業連関表をもとに作成されてお

り，10 年ほど経過した現在と比較すると製造に係る

排出原単位が変化している可能性が高く，近年は電子
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機器の成長が目覚ましいことから，技術向上による製

造時の環境負荷の低減が考えられる。研究対象とした

N 社 EV が製造された 2010 年は，EV 需給率は近年と

比較して低く，EV バッテリー容量も少ないが，需給

率は年々上昇し，技術向上に伴い価格に対する容量の

割合は増加していることから，1Ah あたりの GHG 排

出量は 2022 年予測値 0.56 kg-CO₂eq / Ah を下回る可能

性が高い。この原因として，現行の 3EID が発行され

たのが 2015 年であり，2022 年時点の産業連関表にお

ける各部門間の取引額が異なることや，リチウムイオ

ン電池以外のマンガン電池や鉛電池など多種である

のに対し，環境負荷原単位が電池部門と大きく分類さ

れていること，3EID の排出原単位は百万円単位の値

であるが，生産金額は年産規模や生産技術が製造元で

異なることで 1Ah あたりの生産金額が異なることが

挙げられる。太陽電池モジュールもリチウムイオン電

池同様，製造時の GHG 排出量は 3EID における GHG
排出原単位をもとに算出した値を下回る可能性が高

い。

以上より，2015 年の産業連関表をもとに作成された

現行の 3EID で算出した GHG 排出量および CO₂排出

量などの環境負荷は，2022 年時点の生産技術を考慮す

ると過剰評価され，生産規模などの違いから綿密な環

境負荷を評価できていない可能性が高い。また，建築

物の LCCM 達成を評価できる「建物の LCA 文１０）」は

産業連関表をもとに作成されており，建築物は製造元

の異なるいくつもの資材により構成さていることか

ら，ライフサイクルでの環境負荷を適切に評価できて

いない可能性が高いことから，環境負荷を評価する場

合，金額あたりの環境負荷原単位ではなく，投入資材

の重量あたりの環境負荷原単位をもとにする方が，資

材ごとの GHG 排出量などに大きなばらつきが生じな

くなると考えられる。しかし，重量あたりの環境負荷

原単位にした場合においても製品原料調達時の燃料

消費量や輸入元により運搬距離が異なるなど，詳細な

環境負荷は困難であると考えられる。今後，世界的な

環境負荷低減の取り組みが加速することから，定格化

された製品を基準に世界基準の環境負荷係数を作成

することが望ましい。

CO₂ペイバックタイムに関しては，火力発電の燃料

によって CO₂排出源単位が異なる文１３）ため，どの燃料

由来の電力を太陽光発電により賄えたかによって，削

減した CO₂排出量は異なる。また，電力会社からの供

給電力文２６）は，直接 CO₂排出を排出しない原子力発電

など火力発電以外からも電力を得ていることから，実

際に削減した CO₂排出量を評価するには，燃料別の

CO₂排出源単位を用いるのではなく，供給元の電力会

社の電源構成の比率から算出した平均的な CO₂排出

源単位を用いることが求められる。

また，本研究では車載用蓄電池および太陽電池アレ

イのみを対象に環境負荷の算出を実施したが，LCCM
を達成するには，木材やコンクリートなどの建材の製

造から破棄までの LCCO₂を考慮しなければならない。

木造は S 造と RC 造よりも LCCO₂文２７）が少ないこと

や，「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等

における木材の利用の促進に関する法律」文２８）が施行

されたことから，LCCM を指向した住宅は木造が効果

的であると考えられる。しかし，木造であっても樹種

や木材の乾燥方法の違いで CO₂排出量が異なり文２９）

文３０）文３１），基礎や耐火性の違いによって CO₂排出量

が異なる文３２）ため，LCCM 達成には設計段階から資

材の緻密な選定が必要となる。また，本研究のように

車載用蓄電池を定置用蓄電池として転用する場合，新

品と比較して RUL が短くなることで設備の更新回数

が増えることや，蓄電池は大きな衝撃によりショート

することで火災の原因となり得るため，地震発生に伴

い二次災害を引き起こす可能性があることから，木造

住宅に蓄電池を導入する場合に延焼対策を講じた設

計をしなければならない。

最後に，本研究では使用済みの車載用蓄電池を廃棄

せずに住宅の定置用蓄電池として転用した場合につ

いて評価してきたが，今後，車載用リチウムイオン電

池の生産容量が増加することが予測でき，EV バッテ

リーを住宅用に再利用する体制を整えることが，蓄電

池の廃棄問題解決および，住宅への蓄電池導入の普及

に貢献しすること考えられることから，国内の中古電

気自動車バッテリー市場の整備や，新品の住宅用蓄電

池より，再利用した電気自動車バッテリーのコストが

低くなるようなコスト面での利点を強化が望まれる。

また，EV バッテリーの規格がメーカーで異なること

で転用が難しい可能性や，転用後の EOL が訪れる際

には廃棄されてしまう可能性があるため，その後の利

用についても今後は考えなければならい。さらに，安

全対策を講じた上で転用先を災害時の仮設住宅とす

ることで，停電時にも電力供給が可能となり得ること

から，EV バッテリーの転用先の選択の幅を拡大する

ことが求められる。

5．まとめと展望

本研究では，車載用リチウムイオン電池および太陽

電池アレイを住宅に導入した場合の環境負荷削減効

果を評価し，特に製造時の GHG 排出量や CO₂ペイバ

ックタイム，さらには国内外における車載用リチウム

イオン電池市場の拡大状況を分析した。その結果，以

下の知見が得られた。

（1）車載用リチウムイオン電池を定置用として転用
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って，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 5.28 kg-CO₂を
削減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 3.70 kg-CO₂
を削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自

家発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh
となった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 6.
25 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 9.
07 kg-CO₂を削減したと予測できた。 
・石油火力発電

石油火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.695kg-CO₂ / kW
h 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力量

は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よっ

て，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 9.76 kg-CO₂を削

減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 6.84 kg-CO₂を
削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自家

発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh と

なった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 11.5
5 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 1
6.76 kg-CO₂を削減したと予測できた。 
・石炭火力発電

石炭火力発電の直接 CO₂排出原単位 0.864kg-CO₂ / kW
h 文１３）から，夏季（2023/07/13）12:00 に自家発電電力量

は 14.04kWh となり，20:00 には 9.84kWh となった。よっ

て，夏季昼間には 1 時間あたりおよそ 12.13 kg-CO₂を削

減し，夏季夜間には 1 時間あたりおよそ 8.50 kg-CO₂を
削減したと予測できた。冬季（2024/01/13）12:00 に自家

発電電力量は 16.62kWh となり，20:00 には 24.12kWh と

なった。よって，冬季昼間には 1 時間あたりおよそ 14.3
6 kg-CO₂を削減し，冬季夜間には 1 時間あたりおよそ 2
0.84 kg-CO₂を削減したと予測できた。 

4．考察

まず，車載用リチウムイオン電池の国内需要につい

て考察する。販売金額・容量および CAGR のいずれも

国外需要より低く，日本の EV 普及が世界と比較して

遅れていることがわかる。実際，2022 時点で日本は世

界諸国と比較して，乗用車の保有台数に占める EV の

比率が低く，充電インフラの数も少ない文２２）。T 社の

ある米国では，法律施行による支援のように国が蓄電

池産業の市場拡大に注力している文２３）事例もあるこ

とから，今後， 2035 年までに新車販売をすべて EV
にすることを目標としている日本において，体制を整

え，生産や購入の支援および充電インフラの拡充をす

ることが求められる。

2022 年の車載用リチウムイオン電池の生産金額と

生産容量から，2022 年の 1Ah あたりの生産金額は

127.85 円 / Ah となった。さらに，リチウムイオン電

池 1kWh あたりの価格文２４)がセル 1kWh あたり$120 で

あり，2022 年の TTM 文２５）が 131.43 円 / $であること

から，セル 1kWh あたりの価格を日本円換算すると

15771.6 円 / kWh である。上記の 2 つの値のみ考慮し

た場合，N 社 EV に搭載されたセル容量 2.9Ah を基準

にした場合，1kWh あたり 42.5 個のセルで構成される

こととなり，N 社 EV に搭載された 20kWh のバッテ

リーが 850 個のセルでバッテリーが構成されている

こととなる。しかし，並列数を N 社 EV と同様に 20
とした場合，20kWhの EV バッテリーを得るためには，

セル 1 個あたり 8V の電圧が必要となるが，現行の車

載用リチウムイオン電池セルの電圧は，N 社 EV のセ

ル電圧 3. 6V との差は少ない。つまり，現行の EV バ

ッテリーはセル容量を増やすことで，少ないセル数で

バッテリー容量を増加させている。

そこで，車載用リチウムイオン電池セルの性能を 1
個あたり 3.5V かつ 60Ah と仮定し，バッテリパック 2
並列，96 直列のセル（総セル数：192 個）で構成した

40kWhの EV バッテリーを製造した場合の生産金額を

リチウムイオン電池 1kWhあたりの価格文２４)に準拠し

て，経済産業省生産動態統計より算出した値の整合性

を確認する。2022 年の 1Ah あたりの生産金額 127.85
円 / Ah した場合の EV バッテリー40kWh の生産金額

は 14.7 万円（60×192×127.85=1,472,832）となるが，

15771.6 円 / kWh とした場合は 6.31 万円（15770×
40=630,800）となることから，車載用リチウムイオン

電池 1Ah あたりの生産金額は 127.85 円 / Ah より低い

金額でなければ，整合性がとれない。この原因として

考えられることは，EV バッテリーの性能および構成

が定格でなく製造元で異なることや，製造元ごとで製

造に係るコストが異なることが挙げられる。また，

2015 年から 2022 年の８年間の 1Ah あたりの生産金額

の CAGR は 3.10 % / 年であるが，生産金額が増加す

る理由として，2021 年まで減少傾向であったリチウム

イオン電池 1kWh あたりの価格が 2022 年に僅かに増

加したことや輸入物価の上昇などが挙げられる。よっ

て，経済産業省生産動態統計の生産金額および生産容

量から，車載用リチウムイオン電池の生産に係る詳細

な GHG 排出量を明確にすることは困難である。

本研究で使用した LCA の 3EID における GHG 排出

原単位は百万円単位の値で，電池部門は 4.364 t - CO₂eq 
/ 百万円である。よって，3EID に基づいて算出した車

載用リチウムイオン電池の生産に係る GHG 排出量は

生産金額に比例し，1Ah あたりの生産金額は 2015 年

に 0.45 kg-CO₂eq / Ah となり，2022 年には 0.56 kg-
CO₂eq / Ah となった。2015 年から 2022 年の 8 年間の

CAGR は，3.1 % / 年と増加傾向であった。しかし，

3EID は 2015 年の産業連関表をもとに作成されてお

り，10 年ほど経過した現在と比較すると製造に係る

排出原単位が変化している可能性が高く，近年は電子
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機器の成長が目覚ましいことから，技術向上による製

造時の環境負荷の低減が考えられる。研究対象とした

N 社 EV が製造された 2010 年は，EV 需給率は近年と

比較して低く，EV バッテリー容量も少ないが，需給

率は年々上昇し，技術向上に伴い価格に対する容量の

割合は増加していることから，1Ah あたりの GHG 排

出量は 2022 年予測値 0.56 kg-CO₂eq / Ah を下回る可能

性が高い。この原因として，現行の 3EID が発行され

たのが 2015 年であり，2022 年時点の産業連関表にお

ける各部門間の取引額が異なることや，リチウムイオ

ン電池以外のマンガン電池や鉛電池など多種である

のに対し，環境負荷原単位が電池部門と大きく分類さ

れていること，3EID の排出原単位は百万円単位の値

であるが，生産金額は年産規模や生産技術が製造元で

異なることで 1Ah あたりの生産金額が異なることが

挙げられる。太陽電池モジュールもリチウムイオン電

池同様，製造時の GHG 排出量は 3EID における GHG
排出原単位をもとに算出した値を下回る可能性が高

い。

以上より，2015 年の産業連関表をもとに作成された

現行の 3EID で算出した GHG 排出量および CO₂排出

量などの環境負荷は，2022 年時点の生産技術を考慮す

ると過剰評価され，生産規模などの違いから綿密な環

境負荷を評価できていない可能性が高い。また，建築

物の LCCM 達成を評価できる「建物の LCA 文１０）」は

産業連関表をもとに作成されており，建築物は製造元

の異なるいくつもの資材により構成さていることか

ら，ライフサイクルでの環境負荷を適切に評価できて

いない可能性が高いことから，環境負荷を評価する場

合，金額あたりの環境負荷原単位ではなく，投入資材

の重量あたりの環境負荷原単位をもとにする方が，資

材ごとの GHG 排出量などに大きなばらつきが生じな

くなると考えられる。しかし，重量あたりの環境負荷

原単位にした場合においても製品原料調達時の燃料

消費量や輸入元により運搬距離が異なるなど，詳細な

環境負荷は困難であると考えられる。今後，世界的な

環境負荷低減の取り組みが加速することから，定格化

された製品を基準に世界基準の環境負荷係数を作成

することが望ましい。

CO₂ペイバックタイムに関しては，火力発電の燃料

によって CO₂排出源単位が異なる文１３）ため，どの燃料

由来の電力を太陽光発電により賄えたかによって，削

減した CO₂排出量は異なる。また，電力会社からの供

給電力文２６）は，直接 CO₂排出を排出しない原子力発電

など火力発電以外からも電力を得ていることから，実

際に削減した CO₂排出量を評価するには，燃料別の

CO₂排出源単位を用いるのではなく，供給元の電力会

社の電源構成の比率から算出した平均的な CO₂排出

源単位を用いることが求められる。

また，本研究では車載用蓄電池および太陽電池アレ

イのみを対象に環境負荷の算出を実施したが，LCCM
を達成するには，木材やコンクリートなどの建材の製

造から破棄までの LCCO₂を考慮しなければならない。

木造は S 造と RC 造よりも LCCO₂文２７）が少ないこと

や，「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等

における木材の利用の促進に関する法律」文２８）が施行

されたことから，LCCM を指向した住宅は木造が効果

的であると考えられる。しかし，木造であっても樹種

や木材の乾燥方法の違いで CO₂排出量が異なり文２９）

文３０）文３１），基礎や耐火性の違いによって CO₂排出量

が異なる文３２）ため，LCCM 達成には設計段階から資

材の緻密な選定が必要となる。また，本研究のように

車載用蓄電池を定置用蓄電池として転用する場合，新

品と比較して RUL が短くなることで設備の更新回数

が増えることや，蓄電池は大きな衝撃によりショート

することで火災の原因となり得るため，地震発生に伴

い二次災害を引き起こす可能性があることから，木造

住宅に蓄電池を導入する場合に延焼対策を講じた設

計をしなければならない。

最後に，本研究では使用済みの車載用蓄電池を廃棄

せずに住宅の定置用蓄電池として転用した場合につ

いて評価してきたが，今後，車載用リチウムイオン電

池の生産容量が増加することが予測でき，EV バッテ

リーを住宅用に再利用する体制を整えることが，蓄電

池の廃棄問題解決および，住宅への蓄電池導入の普及

に貢献しすること考えられることから，国内の中古電

気自動車バッテリー市場の整備や，新品の住宅用蓄電

池より，再利用した電気自動車バッテリーのコストが

低くなるようなコスト面での利点を強化が望まれる。

また，EV バッテリーの規格がメーカーで異なること

で転用が難しい可能性や，転用後の EOL が訪れる際

には廃棄されてしまう可能性があるため，その後の利

用についても今後は考えなければならい。さらに，安

全対策を講じた上で転用先を災害時の仮設住宅とす

ることで，停電時にも電力供給が可能となり得ること

から，EV バッテリーの転用先の選択の幅を拡大する

ことが求められる。

5．まとめと展望

本研究では，車載用リチウムイオン電池および太陽

電池アレイを住宅に導入した場合の環境負荷削減効

果を評価し，特に製造時の GHG 排出量や CO₂ペイバ

ックタイム，さらには国内外における車載用リチウム

イオン電池市場の拡大状況を分析した。その結果，以

下の知見が得られた。

（1）車載用リチウムイオン電池を定置用として転用
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した場合の CO₂ペイバックタイムは，火力発電の燃料

種類ごとに差異があるものの，石炭や石油など CO₂排
出原単位が比較的高い燃料を置き換えるほど短縮さ

れることを確認した。

（2）太陽電池アレイおよび車載用リチウムイオン電

池の製造時 GHG 排出量を算出し，建物への導入効果

を評価した。本研究では経済産業省生産動態統計や

3EID を用いて排出原単位を導出したが，これらは

2015 年時点の産業連関表がベースとなっているため，

実際には技術進歩や製造工程の効率化により，推定値

が過大評価される可能性が高い。特にリチウムイオン

電池の分野は競争が激化しつつあり，各社が生産コス

トや環境負荷の低減に取り組んでいると想定される。

そのため，最新の製造プロセスを反映した精緻な LCA
手法を構築し，電池部門のみならず個別プロセスや材

料レベルでの排出係数を更新していくことが不可欠

である。

（3）車載用リチウムイオン電池の国内外需要を

CAGR ベースで分析した結果，国内よりも国外の成長

率が高いことが明らかとなった。国外向け販売の

CAGR が約 18.42％/年と非常に大きいのは，中国や欧

州を中心とした EV シフトの加速による需要拡大が背

景にあると考えられる。日本国内においては，EV 普

及率が世界水準よりもやや遅れている現状が読み取

れ，インフラ整備や政策的支援を強化する必要性が示

唆される。2035 年までに新車販売をすべて電動車にす

る目標が掲げられているが，実効性を持たせるには充

電インフラ整備や中古 EV バッテリー再利用の枠組み

整備が急務と言える。

（4）本研究では建物の LCCM 達成を見据え，蓄電池

の導入効果に焦点を当てた。しかし実際には，木材や

コンクリートなどの建材の製造から廃棄までを含め

たライフサイクルでの CO₂排出量も考慮しなければ，

総合的な環境負荷評価は難しい。したがって，より厳

密な環境負荷評価を行うには，資材レベルでの排出原

単位を詳細に把握し，複数の部材が組み合わさる建築

物全体にわたる評価手法を整備する必要がある。

（5）車載用リチウムイオン電池を再利用する際には，

安全性や規格の問題も浮上する。各自動車メーカーの

セル電圧や制御システムが異なるため，標準化されて

いないバッテリーの転用はコスト面や技術面で障壁

がある。さらに，使用済みバッテリーの衝撃による火

災リスクや，地震時の二次災害への対策も課題である。

今後は，用途に応じた規格の整備や再利用バッテリー

専用の安全ガイドラインを策定し，転用後の最終廃棄

まで見通したライフサイクル管理が求められる。

以上を踏まえると，EV バッテリーのセカンドライ

フ活用は，EV 需要拡大に伴い大量に排出される使用

済みバッテリーの廃棄問題を緩和し，住宅部門への蓄

電池普及を後押しする有効な手段であると言える。一

方で，製造時 GHG 排出量の評価精度向上や，メーカ

ーごとの仕様差を踏まえた再利用プロセス，リサイク

ルや安全性確保のための法制度の整備が不可欠であ

る。また，定置用蓄電池の導入を災害時の非常用電源

として活用するなど，多面的なメリットを創出する方

策も検討すべきであろう。

本研究は，再生可能エネルギーや蓄電池を組み合わ

せた住宅の環境負荷削減効果を示しつつ，現行の統計

データや産業連関表を用いた場合の限界を浮き彫り

にした。今後はより詳細なプロセスベースのデータ整

備や国際標準化された排出原単位の策定を進め，車載

用リチウムイオン電池のセカンドライフに関する実

証実験・安全基準の確立を通じて，建築物の LCCM の

達成に向けた具体的な指針を提示していく必要があ

ると考えられる。再利用バッテリーの市場を活性化さ

せ，経済的・環境的両面でメリットが得られる仕組み

を構築することで，国内のみならずグローバルな脱炭

素社会の実現に寄与することが期待される。
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した場合の CO₂ペイバックタイムは，火力発電の燃料

種類ごとに差異があるものの，石炭や石油など CO₂排
出原単位が比較的高い燃料を置き換えるほど短縮さ

れることを確認した。

（2）太陽電池アレイおよび車載用リチウムイオン電

池の製造時 GHG 排出量を算出し，建物への導入効果

を評価した。本研究では経済産業省生産動態統計や

3EID を用いて排出原単位を導出したが，これらは

2015 年時点の産業連関表がベースとなっているため，

実際には技術進歩や製造工程の効率化により，推定値

が過大評価される可能性が高い。特にリチウムイオン

電池の分野は競争が激化しつつあり，各社が生産コス

トや環境負荷の低減に取り組んでいると想定される。

そのため，最新の製造プロセスを反映した精緻な LCA
手法を構築し，電池部門のみならず個別プロセスや材

料レベルでの排出係数を更新していくことが不可欠

である。

（3）車載用リチウムイオン電池の国内外需要を

CAGR ベースで分析した結果，国内よりも国外の成長

率が高いことが明らかとなった。国外向け販売の

CAGR が約 18.42％/年と非常に大きいのは，中国や欧

州を中心とした EV シフトの加速による需要拡大が背

景にあると考えられる。日本国内においては，EV 普

及率が世界水準よりもやや遅れている現状が読み取

れ，インフラ整備や政策的支援を強化する必要性が示

唆される。2035 年までに新車販売をすべて電動車にす

る目標が掲げられているが，実効性を持たせるには充

電インフラ整備や中古 EV バッテリー再利用の枠組み

整備が急務と言える。

（4）本研究では建物の LCCM 達成を見据え，蓄電池

の導入効果に焦点を当てた。しかし実際には，木材や

コンクリートなどの建材の製造から廃棄までを含め

たライフサイクルでの CO₂排出量も考慮しなければ，

総合的な環境負荷評価は難しい。したがって，より厳

密な環境負荷評価を行うには，資材レベルでの排出原

単位を詳細に把握し，複数の部材が組み合わさる建築

物全体にわたる評価手法を整備する必要がある。

（5）車載用リチウムイオン電池を再利用する際には，

安全性や規格の問題も浮上する。各自動車メーカーの

セル電圧や制御システムが異なるため，標準化されて

いないバッテリーの転用はコスト面や技術面で障壁

がある。さらに，使用済みバッテリーの衝撃による火

災リスクや，地震時の二次災害への対策も課題である。

今後は，用途に応じた規格の整備や再利用バッテリー

専用の安全ガイドラインを策定し，転用後の最終廃棄

まで見通したライフサイクル管理が求められる。

以上を踏まえると，EV バッテリーのセカンドライ

フ活用は，EV 需要拡大に伴い大量に排出される使用

済みバッテリーの廃棄問題を緩和し，住宅部門への蓄

電池普及を後押しする有効な手段であると言える。一

方で，製造時 GHG 排出量の評価精度向上や，メーカ

ーごとの仕様差を踏まえた再利用プロセス，リサイク

ルや安全性確保のための法制度の整備が不可欠であ

る。また，定置用蓄電池の導入を災害時の非常用電源

として活用するなど，多面的なメリットを創出する方

策も検討すべきであろう。

本研究は，再生可能エネルギーや蓄電池を組み合わ

せた住宅の環境負荷削減効果を示しつつ，現行の統計

データや産業連関表を用いた場合の限界を浮き彫り

にした。今後はより詳細なプロセスベースのデータ整

備や国際標準化された排出原単位の策定を進め，車載

用リチウムイオン電池のセカンドライフに関する実

証実験・安全基準の確立を通じて，建築物の LCCM の

達成に向けた具体的な指針を提示していく必要があ

ると考えられる。再利用バッテリーの市場を活性化さ

せ，経済的・環境的両面でメリットが得られる仕組み

を構築することで，国内のみならずグローバルな脱炭

素社会の実現に寄与することが期待される。
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